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衛星パケット通信とGISによる移動体運行管理システムの開発  

DevelopmentofTransportationManagementSystemforMobiles  

UsingSatelliteCommunicationandGIS  

長崎造船所 小 野 武 之＊1 後 田 麗 子＊2   

高速フェリーや大型のロールオン／ロールオフ船の出現により，物流のモーダルシフトの新たな動きへの期待と，陸  

上輸送及び海上輸送に関する移動体の運行管理のシステム化による業務の効率化に関する客先ニーズが高まっている．  

当社では，これまでに培った船舶の自動化運航システムの技術を利用して，新たにサービスを開始した船舶向け衛星パ  

ケットデータ通信技術，GIS（GeographicInformation System）技術等を応用して，船舶及び車両を包括的に管理し  

て運行管理業務の簡素化を図る移動体運行管理システムを開発した．開発後，システムの運用実験を実施し，客先の実  

業務を通じてシステムの実用性を確認した．   

HighSpeedferriesandlarge－SCaleroll－OnrOll－Offshipsarenowinservice．Customersareinterestedinnew  
modalshift andrequire newtransport management．Based on our experiencein developing automatic marine  
navigationsystems，Wedesignedanewtransportmanagementsystemforbothshipsandtrucks，uSlngthelatest  
techniquesinsatellitepacketdata communicationandGeographicInformationSystem（GIS）．Wehavefield－  
testedthesystemincooperationwithcustomersandconfirmedpracticalsystemperformance・  

位置を表示する機能や，運行指示や集荷指示を移動体へ送信  

する機能等を備えている．   

3．システム構成  

移動体運行管理システムは，以下の5つのシステムから構  

成される．図1に，移動体運行管理システムのシステム構成  

を示す．  

（1）運行管理情報センターシステム  

（2）船舶運航管理システム  

（3）車両運行管理システム  

（4）移動体・船上システム  

（5）移動体・車載システム   

3．1運行管理情報センターシステム   

運行管理情報センターシステムは，情報サーバとWEBサ  

ーバとして機能するパソコン2式で構成されている．   

情報サーバは，各システム間で送受信するデータを保管し  

管理する機能や，管理しているデータを各システムに送信す  

る機能を有している．   

WEBサーバは，インターネット経由でアクセスする特定ユ  

ーザ向けに運行管理情報を提供する機能を有している．   

3．2 船舶運航管理システム   

船舶運航管理システムは，移動体・船上システムと一対で  

機能し，船舶運航管理会社の陸上事務所で，運航管理対象船  

舶の運航管理業務を支援するために機能するパソコン及びデ  

ータ通信機器で構成される．船舶・車両の運行状況の確認や，  

運行指示の伝達を行う．   

3．3 車両運行管理システム   

車両運行管理システムは，移動体・車載システムと一対で  

機能し，車両運行管理会社の陸上事務所で，運行管理対象車  

両の運行管理業務を支援するために機能するパソコン及びデ  

1．は じ め に  

近年，海運業界では，乗組員の高齢化や若手乗組員の減少  

による後継者不足に陥り，安全運航技術の伝承が大きな課題  

となっている．そこで，運航システムの自動化促進による省  

人化運航の実現や，操船手順・輸送管理手順の規格化，シス  

テム化の推進により，課題克服の努力が続けられている．こ  

のため，船舶の運航システムの近代化や省人化は着実に進展  

し，近代化船と呼ばれる高度に自動化した船舶が少人数の乗  

組月で運航されるようになってきた．さらに，船上に装備さ  

れる自立的な自動運航システム（1）に加え，船陸間テし一夕通信を  

利用して船陸一体で総合的に船舶の運航管理を行うためのシ  

ステム（2）が開発されており，安全運航の実現や運航管理業務の  

効率化が進められている．   

このような中，当社では，船舶を管理対象とする運航管理  

システムや，衛星船舶電話を利用した船陸間データ通信シス  

テムを開発してきたが，今回，モーダルシフトの動き（3）（4）に合  

せて，車両ごとフェリーやロールオン／ロールオフ船へ積込  

んで輸送する形態を対象として，日本近海の海上輸送船舶や  

陸上輸送車両（以下，移動体と称す）を運行管理するシステ  

ムを開発した．   

2．システムの概要  

移動体運行管理システムは，衛星パケット通信や携帯パケ  

ット通信を利用して移動体に搭載したシステムと陸上の運行  

管理システムを連接し，移動体の運行管理業務を支援するシ  

ステムである．   

移動体に搭載したシステムは，自動的に運行位置を通報す  

る機能や運行状態を報告する機能を備えている．陸上の運行  

管理システムは，ディジタルマップを利用して移動体の運行  

＊1造船設計部船海エンジニアリンググループ主席  

＊2造船設計部船海エンジニアリンググループ  
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移動体・船上システム  

網と相互接続された，NTTの専用線及び一般公衆回線網  

（アナログ回線網又はISDN網）から構成されるパケット通  

信サービス綱で連接される．   

4．特  徴  

ヰ．1GIS 技 術   

GIS技術は，移動体の運行管理を実現する中核技術の一つ  

である．移動体の運行関連情報を運行位置データに関連付け  

て管理し，必要に応じて電子地図上に移動体の該当する位置  

をシンボル等で重畳して表示する．   

移動体の運行位置や関連情報を重畳表示するためのベース  

となる電子地図として，新たに電子海図上に陸上の道路等の  

データを所有する電子地図を重畳して表示する機能を開発し  

た．電子海図は海上保安庁発行の航海用電子海図を使用し，  

電子地図は国土地理院発行の“JMCマップ’’を使用した．   

本システムでは，電子海図データの地図表示画面をベース  

として，車両運行管理に必要な陸上の電子化された道路デー  

タをメルカトール図法にて変換し，画面上で重ね合せて重畳  

表示を実現している．図2に電子海図と電子地図の重畳表示  

画面の例を示す．   

この重畳表示により，電子海図と電子地図の表示を切替え  

ることなく同一の地図上で，移動体の運行位置を的確に確認  

一夕通信機器で構成される．車両・船舶の運行状況や確認や，  

運行指示の伝達を行う．   

3．4 移動体・船上システム   

移動体・船上システムは，船舶ごとに操舵室に装備したパ  

ソコンとGPS受信機及び衛星パケット通信電話機で構成され  

る．   

船舶の運航情報を陸上の船舶運航管理事務所に送信したり，  

陸上の船舶運航管理システムから情報を受信し，船舶と陸上  

事務所間で運行管理情報の授受を行う．   

船舶運航管理会社に設置される船舶運航管理システムと移  

動体・船上システムの間は，NTTドコモの衛星パケット通信  

綱と相互接続された，NTTの専用線及び一般公衆回線網  

（アナログ回線網又はISDN網）から構成されるパケット通  

信サービス綱で 連接される．   

3．5 移動体・車載システム   

移動体・車載システムは，車両ごとに車上に装備したパソ  

コンとGPS受信機及び携帯パケット通信電話機で構成され  

る．車両の運行情報を陸上の車両運行管理事務所に送信した  

り，陸上の車両運行管理システムから情報を受信し，車両と  

陸上事務所間で運行管理情報の授受を行う．   

車両運行管理会社に設置される車両運行管理システムと移  

動体・車載システムの間は，NTTドコモの携帯パケット通信  

三菱重工技報 Vol．37 No．5（20009）   



268  

図4 実験機器船舶搭載例  
実証芙験用機材を，船舶の操  
舵室に設置している．  

Testequlpmentforship  

図2 電子海図と電子地図の重畳表示画面例  
電子海図と電子地図を重ね合せた地図上で船  

舶・車両の現在位置情報を確認できる．  
Screenimage of overlapping function of  
digitalchart anddigitalroadmap  

図3 HTM」形式情報サービス表示画面例  

あらかじめ情報サーバに登録しているユーザ  
が，市販のパソコンブラウザでインターネット  

を利用して見ることができる画面例を示す．  
Screenimage of offer function of HTML  
type information 

することができるようになった．   

4．2 移動体通信   

海上及び陸上を問わずに移動体をシームレスに管理するた  

めには，移動体のシステムと陸上の運行管理システム間のデ  

Mタ通信機構が必須の要件となる．   

このため，移動体と陸上の運行管理情報センターシステム  

間でパケット通信を利用したTCP／IPによるデータ通信ソフ  

トウェアを開発した．   

船舶の移動体・船上システムと陸上の運行管理情報センタ  

ーシステム間は，NTTドコモが2000年3月から新たに実用  

サービスを開始した衛星パケット通信サービスを利用し，車  

両の移動体・車載システムと陸上の運行管理情報センターシ  

ステム間は，NTTドコモのモバイルデータ通信システムを使  

用した携帯パケット通信サービスを利用した．   

衛星パケット通信サービスと携帯パケット通信サービスの  

主要諸元を表1に示す．   

従来の回線交換方式の衛星電話や携帯電話を利用したデー  

タ通信では，一対一に電話回線の接続をして船舶や車両と陸  

上のシステムとの間で順次回線接続・切断を繰返してデータ  

通信を行う必要があった．本システムで採用した衛星パケッ  

ト電話や，携帯パケット電話を利用したパケット通信方式に  

よるデータ通信では，複数の船舶や車両と陸上の運行管理情  

報センターシステムの間で電話回線を接続したままで，時分  

割にデータ通信が可能となった．このために，効率的にデー  

タ通信を行えるようになった．従来の回線交換方式の電話が  

回線の接続時間に応じて課金されるのに対し，パケット交換  

方式の電話では，回線は常時接続状態においても，送受信し  

たパケット（128バイト／1パケット）量，すなわちデータ量  

に応じて課金される仕組みになっている．このため，少量デ  

ータを頻繁に送受信する本システムにおいては，経済的なデ  

ータ通信の実現が期待できる．   

本システムでは，パケット通信方式によるデータ通信機能  

を利用して，陸上の船舶運航管理システム及び車両運行管理  

システムから運行管理情報センターシステムを経由し，移動  

体・船上システム及び移動体・車載システムへ運行指示，積  

表1 衛星パケットと携帯パケット通信サービスの主要諸元  

Principalparticulars of satellite packet and mobile packet  
communication service  

項 目   衛星パケット通信サービス  携帯パケ・／ト通信サービス   

方 式   パケット交換方式   同左   

（上り：船上から陸上へ）  

最高データ  4800bps   
伝送速度   （下「）：陸上から船上へ）  

28．8kbps  

64kbps   

サービス地域   200海里海域内   ディジタル800MHz  
サービスエリアとほぼ同等   

従量制課金   従量制課金  

料金単位  0．4円／1パケット   0．2円／1パケット  

（衛星ベーシックプランSの場合）  （ライトプランSの場合）   

プロトコル   TCP／IP   同左   

付け指示及び連絡事項等を伝達したり，移動体・船上システ  

ム及び移動体・車載システムから運行管理情報センターシス  

テムを経由し，陸上の船舶運航管理システム及び車両運行管  

理システムへ運行位置情報の自動送信や陸上から指示された  

情報の承諾確認，運行状況の報告，及び連絡事項等を伝達し  

ている．   

ヰ．3 情報提供サービス   

運行管理情報センターシステムのWEBサーバにより，あ  

らかじめ認証を与えられた特定ユーザに対して，インターネ  

ット経由で，船舶や車両の運行位置や運行状況を提供するサ  

ービスである．   

運送会社の営業所や支店，運行管理会社の支店，荷主会社  

等は，インターネットに対応したパソコン設備と市販のHTML  

ビューワにより，必要に応じて，移動体の運行位置を地図上  

で表示したホームページの閲覧により，移動体の運行情報の  

提供サービスが利用できる．   

また，セキュリティ機能を有し，会社ごとに情報のアクセ  

ス管理が行われるため，認証を与えられていない不特定ユー  

ザからの不正なアクセスの防止が可能である．   

図3にインターネットホームページのHTML形式の情報提  

供サービスの表示画面例を示す．  
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表2 情報送受信業務の時間比較  
Comparisontimetableofinformationtransmissiontask  

パケット  
送信情報  情報の流れ  船舶電話  FAX  携帯電話   通信   

船舶→情報センター  3 minlOs  O minO4s  

車両→情報センター  2 min 20 s O min 06 s 
現．在位置  

船舶→陸上事務所  3minlOs  O min 24 s 

車両→陸上事務所  2 min20s  Omin53s   

陸上事務所→船舶  3 min20s  3 min30s  1 min 16 s 
運行指示  

陸上事務所→車両  2 min40s  O min20s   

船舶→陸上事務所  2 min20s  1min30s  O min31s  

車両→陸上事務所  2 min 10 s O min 35 s 
連絡車項  

陸上事務所→船舶  2 min20s  1min3Ds  O min34s  

陸上事務所→車両  2 minlOs  O min45s   
図5 車両搭載用実験機器  車両に搭載した実証実験用機  

材の本体を示す．  

Testequipmentfortrailertruck  

が要求される．データ通信料金は，回線交換方式の回線利用  

時間に応じて課金される方式に対して，本システムを採用し  

たパケット通信方式では，通信したデータ量で課金される従  

量制に移行しているため，かなり現実的な費用でシステム運  

行が可能となっている．また，一般公衆回線を利用したネッ  

トワーク構築に際しては，市販のファイヤウォール機構の導  

入により，ネットワークセキュリティの強化が経済的に実現  

できる環境となっている．   

本システムの実用化の推進と普及により，船舶運航管理業  

務や車両運行管理業務の省力化や安全運行の実現が期待でき  

る．また，開発した成果は，港湾での作業船の管理や海上交  

通の管理システム等に応用が見込まれる．   

なお，“衛星パケット通信とGISによる移動体運行管理シス  

テム’’は，平成10年度通産省の第一次補正予算により，情報  

処理振興協会（Information－teChnology Promotion  

Agency，Japan：IPA）から委託された（財）データベース振興  

センター（DatabasePromotionCenter：DPC）の公募事業  

である“次世代GISモデル事業’’の一環として，開発企業コ  

ンソーシアム［当社，（株）NTTドコモ，共和産業海運（株），  

栗林商船（株），日本タンカー（株），（株）三菱総合研究所］で  

実施したシステム開発の成果である．システム開発や実証実  

験の実施に当り，ご指導頂いた関係各位に感謝いたします．  

5．実証実験と成果  

船舶運航管理会社や車両運行管理会社の協力を得て，シス  

テム開発後に約2箇月間，実際の運行管理業務を通してシス  

テムを運用し，移動体運行管理システムとしての有用性及び  

実用性の評価を行った．実証実験の対象船舶は4隻，対象車  

両は4台で，国4に船舶に実験機器を搭載した例を，図5に  

車両に搭載した実験機器の例を示す．   

実証実験の主な評価項目と評価結果は，以下のとおりであ  

る．  

（1）船舶及び車両の運行管理業務の効率化  

表2に，実証実験で得られた車両の運転者と陸上運行管   

理者の問でやり取りされた情報の送受信業務に要した時間   

の比較データを示す．移動体運行管理のシステム化により，   

従来の手法に比べて，情報交換に掛かる時間が短縮され通   

信業務の効率化が確認できた．  

（2）GISの有用性  

実証実験参加者にアンケート調査やヒアリング調査を実   

施した結果，従来の船舶電話を利用した移動体の現在位置   

の確認作業に比べて，迅速に移動体の現在位置を正確に表   

示できること，実務者にとってディジタルマップ表示によ   

る移動体の運行位置確認が業務の効率化に貢献できること   

などを確認した．   

6．ま  と  め  

開発した移動体運行管理システムは，実証実験を通じて実  

用化のめどを得たため，2000年3月以降，NTTドコモの衛  

星パケット通信サービスの実用サービス開始に合せて，シス  

テムを実用化した．   

システムの実用化に際しては，データ通信料金の経済性追  

及やデータセキュリティの強化によるシステムの信頼性向上  
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